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イギリス会計制度の改正
ーデアリング・レポートと 1989年会社法改正—
笹倉淳史
はじめに
近年，イギリスでは， EC第4次指令の導入を図るために1981年に， EC
第7次指令の導入のために1985年にも会社法の改正が行われているが，これ
はEC内の会計基準の調和化をはかるために，各国の会社法に組み込むこと
を要求された必要最小限度の会計基準を会社法に導入するためのものであっ
た。
これに対して， 1989年の会社法の改正は会計制度そのものを大きく変える
改正であったといえる。本稿ではその改正の概要とそのもととなったデアリ
ング・レポート I)の検討を行うことをその目的とする。
イギリスでは，従来，会計基準の設定は， 会計基準委員会 (Accounting
Standards Committee : ASC)が基準会計実務書 (Statementof Stand-
ard Accounting Practice : SSAP)を作成していた。その会計基準はその
まま承認されるのではなく，国内の 6つの会計専門職団体が組織する会計専
門職諮問委員会 (ConsultativeCommittee of Accountancy Bodies : C 
CAB)がそれを承認し， さらに， 6つの各会計専門職団体の理事会が承認
し，次に，これをその団体に属する各会員に公表することによって効力を持
1) The Making of Accounting Standards: Report of the Review Committee 
under the Chairman of Sir Ron Dearing CB, December 198. 
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つこととなっていた2)。従って，その承認には非常に時間がかかり，さらに，
その作成される会計基準には法的効力は与えられておらず，あくまでもプラ
イベート・セクターである会計専門職団体が作成する自主規制であることに
その特徴があった。
この点について，デアリング・レボートは過去18年にわたるASCの基準
設定についての貢献を評価しながらも， ASCが今日の会計事象の複雑化と
いった環境の急激な変化に反応するようにデザインされていないことを指摘
している(§5. 3)。これらの原因は前述した CCABを構成する 6つ会計団
体の会計基準承認手続き上にあり，具体的には，その承認手続きの複雑さが
基準設定プロセスをスローダウンさせる傾向があること，また，会計基準を
幅広く承認させるために妥協的な解決策を導入する傾向があること， そし
て，その結果，会計基準が曖昧に作成されることになるかあるいは代替的な
解釈を認めてることにある。そのため，計算書の作成者や監査人はその解釈
等について種々の判断上の問題に悩まされることになる丸
2) 6つの会計専門職団体は以下のものである。
イングランド・ウェールズ勅許会計士協会 (ICAEW:Institute of Chartered 
Accountants of England and Weales)，ァイルランド勅許会計士協会 (ICAI:
Institute of Chartered Accountants of Ireland) 原価・管理会計士協会
(ICMA : Institute of Cost and Management Accountants)，公認会計士協会
(CACA : Chartered Association of Certified Accountants)，公共財務会計勅
許協会(CIPFA:Chartered Iustitute of Public Finance and Accountancy), 
スコットランド勅許会計士協会 (ICAS:Institute of Chartered Accountants 
of Scotland) 
3)この点について． The Accountanncy誌でも次のような欠点が指摘されてい
た。第一に．プライベートセクターによって作成された会計基準は会計専門職以外
の人々には受け入れられにくく，監査人自らが基準を設定しその遵守を要求してい
るだけである。第二に，会計基準が6つの会計専門職団体の妥協の産物になる危険
性が高い。第三に，設定に時間がかかりすぎることで，その原因は第二の欠点とも
関連するが，さらに，資金的あるいは人的制約が大きい。第四に，会計基準からの
離脱をする会計処理が横行しているが，その遵守をモニタリングする手段がない。
The Accountancy, November 1989, p. 3. 
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このような問題点を認識し， CCABは1987年にその改革のために，デアリ
ング卿を議長とする委員会を設置した。この委員会は1988年 9月に，今回の会
計制度の改革のもととなった「会計基準の作成 (TheMaking of Accoun-
ting Standards)」と題するレポートを提出した。本稿では，このデアリン
グ・レポート（以下では， レボートとする）を中心としながら，その提案の
概要と1989年会社法の改正を取りあげる。
レポートはその末尾に勧告を15項目に要約している。それらの項目は会計
機構の改革， 会計基準の内容及びその他の各勧告に分類されると考えられ
る。以下では，この順で，私見を交えながら，レポートを概説しておこう 4)0 
1. レポートにおける会計機構の改革案
まず，会計機構の改革の勧告については， レポートでは以下の団体の設置
を勧告している(§1. 2)。
(1) 財務報告理事会 (FinincialReporting Council : FRC) 
レポートは，この理事会が次のような任務を行うと説明している。
(a) 基準設定団体に対して優先性及び作業プログラムに関するガイダン
スを提供する。
(b) 公的に興味を持たれている問題あるいは論争に関して団体にアドバ
イスをする。
(c) 健全な会計実務，特に会計基準への準拠を促進し，理事会に代表を
送っている団体が基準の開発に積極的な興味を持つことを促進するき
っかけとして作用する。
(d) アニュアル・レポートを公表する。そのレボートには，健全な実務
4)これら以外に， レボートは，会計専門職は国際会計基準の開発に協力すべきであ
ること，そして，会計基準の開発のための現在の手続きと同様の手続きが継続され
るべきであること，を勧告している。
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に向けての 6つの会計専門職団体によってなされた貢献，そして，提
案された会計基準審議会，違反審査会及びその他の関連する団体（こ
れらについては後述する）についての評価・コメント，そして，望ま
しいかあるいは望ましくないかといったような最近の会計実務の観察
についての意見の表明が含まれる。
(e) 予算を検討する。これは，このレボートで勧告された団体が効率的
に活動できるように，そして，資金が不足する場合それに対処するた
めである。
この理事会は約20名から構成され， CCABが9名のメンバーを指名し，他
の9名のメンバーは証券取引所，機関投資家，及び計算書の他の利用者・エ
業・商業，従業員の代表から指名される。議長は，必要と認める限り，少数
のメンバーを追加することができ，また，議長がフルメンバーを指名しない
なら，政府がオプザーバーを指名することが奨励される。また，イギリス及
びアイルランド共和国政府からメンバーあるいはオプザーバーとして数名が
指名されることとされているが，理事会はオプザーバーを含んでも， 25名を
上限とする。議長は CCAB及びその他の適切な団体への諮問の後に，通産
省大臣及びイングランド銀行会頭によって共同で任命される。また，この理
事会は年3から 4回開催される(§1. 3及び付録A3~A5)。
この理事会は， ASCを統括していた CCABにとって代わるもので，会
計基準の設定に会計専門職団体以外からの参加ができるように勧告されてい
る。特に，約半分を会計専門職の団体が，そして約半分を財務諸表の作成者
及び利用者が占めることとなった。特に，会計専門職以外の代表から指摘さ
れるであろう会計基準設定の優先性，問題となっている事項の整理等につい
ては大きな前進があるものと期待される。また，特に，会計専門職以外から
代表が選出されることは予算の問題と絡んでおり，代表がでる以上，予算の
分担を回避することは出来ないと思われる。この問題については後述する。
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(2) 会計基準審議会 (AccountingStandard Board : ASB) 
この審議会は，それ自体の権威に基づいて会計基準を公表することをその
任務とする(§ 12. 1)。 これは， 会計基準設定機関であっても，その承認に
は CCABの承認と CCABを構成する 6つの会計専門職団体の承認を得る
という手続きをとっていた従来のASCのようなものではなく，他の団体の
干渉を受けずに，それ自体の権威に基づいて基準を公表できることが強調さ
れる。
このような会計基準を公表する団体の権威を高めることは，会計基準の開
発のために必要な有能な人材を集めるために役立ち，前述したような承認の
手続きを大幅にカットすることができるので，会計基準の開発の期間を短縮
化するために役立つ。また，過去には種々の圧力をかけてくる団体の存在に
よって会計基準が妥協によって設定されることもあったが，そのようなこと
もなくなり，また，種々の団体の承認を得やすくするために広範囲の選択を
認めるような会計基準を設定するようなこともなくなるであろう。
更に，それ自体の権威に基づいて会計基準を公表することによって，会計
基準の著作権を取得することは，この会計機構の改革のための追加的な収入
源ともなる(§ 12. 1)。
この審議会は， 議論を有効なものとするために少人数で行なうこととさ
れ，常勤の議長及び常勤のテクニカル・ディレクターを含む約 9名のメンバ
ーで構成される(§ 12. 5及び §A6)。その残りのメンバーは非常勤で，そ
の内の一人は副議長である。これらのメンバーは適切に報酬を受け取ること
とされている (§A 6)。 ASBのメンバーはFRCの議長が議長となる委
員会によって任命されるが，その委員会は CCABの議長，理事会の議長と
CCABの議長との間で同意された FRCの別の 2人のメンバーで構成され
る (§A7)。
また， レポートは会計基準の公表が％以上の賛成によって行われるべきで
あるとしている (§A7)。
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(3) 違反審査会 (ReviewPanel : RP) 
違反審査会は，約13,000社ある大会社の計算書が会計基準に準拠している
かどうか，計算書が真実かつ公正な外観を提供しているかどうか，会計基準
からの重大な離脱があるかどうかについて， 審査する機関である(§15. 6 
及び§15. 7)。
違反審査会が調査をしたい会社がある場合，会社及び監査人にその情報に
ついて問い合わせを行い，彼らに問題となっている事項についての適切な証
拠を提供するように促すが，それが取締役あるいは監査人の見解と矛盾する
と考えられる場合， 違反審査会はその矛盾する見解を両関係者に伝え， 更
に，それについてのコメントを引き出す。また，違反審査会は，適切である
と考える場合に， その事実を公表する(§15. 9)。 この違反審査会は法律上
の地位はもっていないが，上部の機関であるFRCの保護の下で，そして証
券取引所及び金融界全般の支持によって，取締役の協力及び会計専門職の協
力を得ることが期待されている(§15. 10)。
違反審査会の目的は，種々の利用者に役立つ計算書の提供を保証すること
にあり，違反審査会の見解は違反審査会が真実かつ公正な外銀を提供するた
めに計算書をどのように改訂し，どのような追加的な情報を考えているのか
を示すべきである。これはまた，証券取引所もこれに興味を持っており，も
し適切な行動をとらなければ，法的手続きが行われ，極端な場合に，上場廃
の処分を受けることとなる(§ 15.11)。
なお， レポートは違反審査会がアメリカのように 3年のサイクルで約
12,000社を定期的にモニタリングすることを勧告していない。アメリカで
は， 150人にものぽる専門職アカウンタントの職員と多くのサボートするた
めの職員を雇用しており，イギリスで同様のことをするには巨額の資金が必
要となるからである(§15. 8)。この資金問題については後述する。
レボートは．以上のような任務を持った違反審査会を支援するために，ま
た，その目的が処罰するよりむしろ健全な会計情報を保証することであると
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いう認識に立ち，違反した場合の新しい罰則の導入を勧告している。現在，
計算書が虚偽であるなら，その計算書を作成した取締役は刑事犯 (criminal
offence) として処罰されている。また，問題となっている計算書の改訂等
をしないなら，罰金が課せられる。従って，計算書が真実かつ公正な外観を
提供しているかどうかという問題は刑事上の告発(prosecution)ではあまり
意味がない。というのは，仮に告発が成功しても，必ずしも真実かつ公正な
外観を提供する計算書が作成されるわけではないからである。それ故，レポ
ートは虚偽の計算書を修正あるいは訂正するように会社に要求する命令を法
廷に要求する法的権力がどうしても必要であることを勧告している。更に，
情報が追加された計算書あるいは改訂された計算書が監査され，計算書の利
用者に回覧され，会社登記所でファイリングされるべきである。しかし，そ
の権力はあくまでも，会社が任意に改訂等について協力しない場合にのみ利
用されるべきで，嫌がらせ等による乱用を回避するために，その権力を行使
できる者は証券取引所，違反審査会及び国務大臣に限定されるべきであると
している(§15.12)。
なお，この違反審査会はテイクオーバー及び合併に関する審査会の構成を
モデルとすることが望ましく，素人の議長を決して排除するわけではない
が，その性格から勅撰弁護士が望ましいとされている。また，その任命は指
名委員会を経てFRCが任命することとなる(§AlO)。
2. レポートにおける会計基準の改革案
次に， レポートの 5項目の会計基準に関する勧告を取りあげることとす
る。
(1) 概念フレームワークに関する別個の作業が望まれる。
レポートでは概念フレームワークの必要性を次のように説明している(§
5.5)。同意された概念フレームワークがないことは会計基準の一貫性を保つ
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ことを不可能にし，それが欠けていると会計基準の権威は低下することにな
る。財務諸表の種々の利用者の利害とその要求は一致しているわけではない
ので，同意された概念フレームワークを簡単には確立できないが，アメリカ
で行われたこの努力はそれが価値あるものであると考えさせることに役立っ
ている。また，国際会計基準委員会でもフレームワーク作成の努力を行って
いるし，イギリスにおいても， ICAEWは Solomons教授に諮問し，その
成果を得ている(§5. 8)5)。
レポートは，概念フレームワークの有用性は認めながらも，このフレーム
ワークの思考が未だ発展段階にあり，巨額の支出が行われるメリットを認め
ないとしながらも， FRCが財政的に適当と考える範囲で，アメリカ及び国
際会計基準委員会等で行われた作業より控えめなスケールでこの研究が行わ
れることを勧告している(§7. 2)。
また，この概念フレームワークは，特別の会計問題について，会計基準設
定者を支援し，真実かつ公正な外観を提供するために必要な開示についての
判断を促進し，会計基準の解釈及び明確な基準のない会計問題を解決する際
に作成者及び監査人に役立つことを指摘している。
(2) 原則書には，会計基準と代替的会計処理方法が拒否される理由が示
されるぺきである。
既存の会計基準の一部は正確さが欠如し，種々の解釈や財務的結果に大き
な影響を及ぽす選択を認めてきたが，それは前述した概念フレームワークの
ないこと， 会計基準にその背後にある論拠 (reasoning)の説明のないこと
と代替的会計処理を拒否する理由が示されていないため，会計専門職は基準
の精神を理解できないことが多かった(§5. 7)。
このため， レポートでは，概念フレームワークが開発されたかどうかにか
かわりなく， 会計基準が公表される場合， 会計基準の基礎となっている原
則，代替案が拒否される理由を示すべきであることを勧告している。これに
5) Solomons, D., Guidelines for Financial Reporting Standards, 1989. 
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よって，基準を適用することに責任のある人々が一層よくその基準を理解す
ることができ，その意志決定の質を高めることができるからであると説明し
ている(§7. 3)。
(3) 会計基準の質を高め，適正に情報を提供し，更に，許される選択幅
を減少させることが重要である。
基準によってはそれがもっとも適切であろう環境を詳細に明示しないで代
替的な処理を認めているが，それぞれの会計処理が適用される環境を適切に
明示する必要がある(§5. 8)。また，会計基準の開発のため多くの時間が費
やされ， CCABを構成する 6団体によるその事前承認のために更に時間が
費やされるという，基準設定までの時間がかかりすぎるという問題は重大で
ある(§5. 9)。
会社法上，計算書は真実かつ公正な外観を提供することが要求されている
が，会計基準の目的は，真実かつ公正な外観についてのガイダンスを提供す
ることにある。従って， レポートの勧告は，会計基準の質と適時性を高め，
更に，許される選択幅を少なくすることによって，会計基準への準拠を促進
することが必要である。このためには，金融界，実業界すぺての協力が不可
欠であると説明している(§8.1)。
また， レポートでは，近年の複雑な増加に対処するために，権威のある機
関から専門的ガイダンスが行われる必要性を認め，次のように説明している
(§ 13.1)。会計基準の通常の開発の手続きはあまりに遅く， 会計処理のガ
イダンスが早急に必要な場合に間にあわない。このため，アメリカで現在行
われているような緊急の場合を解決するためのガイダンスがASBによって
公表されるべきである(§ 13. 2)。
(4) 会計基準審議会は会計基準及び開示に関する規定が小会社に適用さ
れる程度について明確な基準を示すぺきである。
すべての会社の計算書は真実かつ公正を外観を提供するべきであるし，そ
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の作成者は同一の会計基準を利用するぺきであるという理由から，会計基準
はすべての会社に等しく適用されるべきであるとする見解がある。しかし，
会計基準を等しくすべての会社に適用することは小会社に追加的な負担を課
すことになる。さらに，それは会計基準が事業活動の複雑化によって改訂さ
れる場合に，小会社にとって一層追加的な負担は大きくなることになる(§
5.10)。
このような理由から， レポートは，小会社に会計基準を適用するかどうか
の判断はコスト／ベネフィットのテストによって行われるべきであることを
勧告している。過去には，会計基準を大会社だけでなく小会社にもその適用
を強制したことによって問題が複雑になり，その結果，新しい基準の公表が
大幅に遅れたこともあった。このため，その事例以降，多くの基準では小会
社に基準を適用することを差し控え，大会社にのみ適用される基準を公表す
る方向に向かっていることを指摘している(§9. 4)。
(5) パブリックセクターの団体もこのレポートに従うぺきであるが，所
管省庁の支持を得る必要がある(§9. 5~9.12)。
レポートは，パプリック及びプライベートの各セクターの会計基準につい
て，基本的には統一性があるべきであり，パプリック・セクターに属する団
体は所管の省庁の大臣がこの基準の支持するという言明に従って，このレボ
ートの枠組みに入るべきである。
(6) 会計基準を発展させるのは計算書の作成者，監査人及び利用者の責
任であり，会計基準は法律に組み込まれるべきではない。
レポートはその勧告の基礎を財務報告に関係する人々の役割と目的に置
き，次のように説明している(§6.1)。
まず，財務諸表は取締役会にその責任があり，財務諸表が適用可能な法律
等の要求に準拠すること，そしてそれらが真実かつ公正な外観を提供するこ
とを保証することは取締役の責任である。監査人の責任は取締役によって作
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成された財務諸表についての適否の報告をすることである。アカウンタント
の役割は財務諸表の作成者が依存する会計問題について専門家としての知識
を提供することによって取締役会を支援することであり，独立した監査人と
して財務諸表を監査することである。集合体としての会計専門職の役割は，
利用者に対して有用で比較可能な情報を提供するという枠組みの確立に貢献
し，それをサポートすることと，会計専門職団体を通じてそのメンバーを支
援し，モニターすること，更に，その基準が維持されていることを保証する
こと，である。利用者の役割は，利用者の情報要求を作成者が知らない場合
にそれを作成者に知らせることである。政府の役割は，公表された財務報告
を有効なものにすることであり，利用者の明確で十分な情報の要求が適切に
満たされることを保証することである。
以上のような認識から， レポートは会計基準を発展させるのは計算書の作
成者，監査人及び利用者の責任であることを指摘し，財務報告システムの有
効な運営を促進するために，特に，政府は以下のような方向に沿って法制化
することが必要であるとしている。
(a) 大会社については，取締役は年次計算書の脚注において会計基準に
準拠して作成されているかどうか，そして重大な離脱に注意が喚起さ
れているかどうかを述べる必要がある(§ 10. 3(a)）。
(b) 特定の権威のある団体あるいは国務大臣が真実かつ公正な外観を提
供していない計算書の改訂を要求する命令を法廷に申し立てる民法上
の法的権力が新設されるべきである(§10. 3(b)及び§15.12)。
(c) 基準の設定とそのモニタリングのためのコストを確保するために，
会社が会社登記所に支払う年次料金が若干値上げされる(§ 10. 3(e)及
び§19. 4)。
これには 3つの目的があり，第一に，会計基準からの離脱に取締役会の注
意を喚起すること，第二に，利用者が計算書を理解することに役立てること，
そして，第三に，会計基準への準拠をモニタリングする任務を促進すること
であると説明されている(§10. 4)。
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また， レポートは会計基準を法に組み込むことを拒否することを勧告して
いる。会計基準を法に組み込むということは，会計基準を法案として議会に
提出し，その審議を経て，公布，施行されることになるが，この間の期間が
長期化すると予想される。更に，会計基準を法に組み込むことによって，そ
の改廃のためには法案が議会を通過しなければならず，簡単に改廃できない
ため，会計基準は硬直化し，環境の変化に対応できないという欠陥があるた
めである。
(7) 会計基準の地位を明確にするために，すぺての会計基準が裁判所の
支持を得ているという法手続き上の一般的推定 (generalpresumpt-
ion)が認められるぺきであり， このための立法が必要である(§10. 5 
及び§15.1)。
会計基準に法的支持 (statutorybacking)を与える動きは高まっており，
例えば，過去，イギリスの実務に従っていたオーストラリア，カナダは今日
では会計基準に法的支持を与えているし， アメリカでも FASBは法制上の
権力を与えられているSECの支持を得ている。イギリスにおいても，ョー
ロッバ共同体（現ヨーロッパ連合）の指令によって一定の会計ルールを会計
基準のごく一部であるが会社法に組み込んでいる。
レポートは，裁判所によって一般に是認された会計原則が支持されること
を期待しているが，現在，新しい会計基準の法的地位がこの時点では不明確
であることを述べたあと，以下のような説明を加えている。
レポートは会計基準に法律上の権威を与えることを要求しているのではな
く， 財務諸表が真実かつ公正な外観を提供すべきであることを要求してい
る。というのは，財務諸表が真実かつ公正な外観を提供するために，会計基
準から離脱することも認められ，ある環境下では，会計基準に準拠すること
が真実かつ公正な外観を提供することになるが，代替的な会計処理を採用す
るときにもまた真実かつ公正な外観を提供することもあるからである。つま
り， 真実かつ公正な外観は 1つに限定されるものではないということであ
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る。裁判所はその判断することになる (§15.19及び§15. 17)。
また，もし会計基準からの重大な離脱が存在する場合，会社の財務諸表が
真実かつ公正な外観を提供しているかどうかをめぐって争われる訴訟におい
ては，それでもなお計算書が真実かつ公正な外観を提供していると主張する
関係者にその立証責任があるべきである(§15. 14)。例えば，取締役等が瑕
疵のある財務諸表を作成し，その結果，損失を被ったと主張するものによっ
て告訴されたなら，会計基準からの離脱をしている財務諸表が真実かつ公正
な外親を提供していることを裁判で立証する責任があるのは取締役である。
3. 改革に伴う資金調達
レボートでは以上のような会計機構及び会計基準の改革を勧告している
が，この場合問題となるのがその活動資金の調達問題である。ここでは， レ
ポートの考えている資金調達の方法を述べることとする。
関係者の間では，会計専門職団体に依存した事務局にサポートされている
ASCのように，任意で非常勤で無給の団体によって基準設定が行われるこ
とはもはや不可能であるという意見が大多数であった。
これに対して， レポートでは， 会計機構の改革案のところで示したよう
に，有給の専門職スタッフを増員し，新たに違反審査会の設置が勧告されてい
た。レポートは専門職スタッフの増員と新たに設置される違反審査会を含め
た年次コストを約£1,5000, 000であると予想している。ちなみに，このレポ
ートが提出された1989年のASCの予算規模は£440,000であった(§5. 17)。
また， その予算のほとんどは CCABから調達されていた。この £440,000
から£1,500,000への約3.4倍の予算の増加を何処からどのように調達するの
かについて検討が行われている。
なお，アメリカ財務会計基準審議会 (FinancialAccounting Standards 
Board: FASB)の年間予算は約＄12,000,000であり，それも，レポートで提
案された違反審査会の予算は含まれていない。アメリカでは，違反審査会の
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任務はすべての上場会社の計算書を検討するために約 150名もの常勤のアカ
ウンタント及び法律家を雇用している証券取引委員会(SecurityExchange 
Committee : SEC)によって行われるために，違反審査会のコストはFASB
の予算に含まれていない(§ 19. 1)。違反審査会のコストを含まないアメリ
カの予算と違反審査会のコストを含むイギリスのそれを単純比較しても，ィ
ギリスの予算はアメリカのそれの1/5以下である。
レポートでは， 計算書の作成の責任は取締役にあり， それから生じるメ
リットは取締役のみならず株主， 債権者等のすべての人に及ぶのであるか
ら，この増加した予算は会計専門職団体のみが負担するのではなく，幅広く
負担されるべきであるとしている(§ 19. 2)。この基本的な考え方に立脚し，
従来の会計専門職からの資金調達以外に，次のような資金の調達源泉を示し
ている。
第 1に，会社登記所 (CompaniesRegisration Office)に年次報告書を
ファイリングする義務のある会社に対する負担金の追加徴収である。小会社
が大多数であるために，例えば£ 1のような定額かつ少額であることが望ま
れる(§19. 4)。なお，この義務のある会社は1989年には約100万社存在する。
更に，証券取引所を通じて証券取引所に上場している大会社から，そして
金融界全体から獲得することで，総コストの％をを満たすことが期待されて
いる(§ 19. 5)。
また，基準書あるいは公刊物等の著作権から若干の収入が生じるが，この
時点では金額的に明示することはできないが，これも予算に寄与する。
結び一ーレポートの勧告の実現
この勧告に基づいて， 1989年に会社法が改正された。 1989年会社法改正は
主に「会計機構の改革案」で取りあげた内容を実現させたものであり，「会
計基準の改革案」で勧告された会計基準を作成する機関，即ち，ASBがその
勧告を実現するかどうかにかかわっている。したがって，ここでは会計機構
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の改革を中心に1989年会社法の改正を概観してみたい。
1989年会社法では，このレボートとの関わりで， 3つの重要な規定が新た
に導入された。
第一に， 1989年会社法第256条において，国務大臣は次のような活動を行
う機関を認可する権限を持つこととなった。
(a) 会計基準を設定する機関
(b) 会計基準の設定活動を運営指導する機関
(c) 会計基準または会社法上の会計規定からの離脱を調査し，遵守させ
るために必要な措置をとる機関
ここで，（a）の会計基準を設定する機関はレポートでいうところの会計基準
審議会 (ASB)であり， 1990年8月に前任者であるASCからその任務を
引き継いでいる。 (b)会計基準の設定活動を運営指導する機関はレポートにい
うところの財務報告理事会 (FRC)であり，イギリス政府は1990年2月に
その設置をアナウンスし， レポートの委員長であったデアリング卿をその議
長として任命した。また，（C）会計基準または会計法上の会計規定からの離脱
を調査し，遵守させるために必要な措置をとる機関はレボートにいうところ
の違反審査会であるが， 1992年2月から財務報告違反審査会 (Financial
Reporting Review Panel : FRRP)としてその権限が与えられている。
更に，会社法の改正の中には入らなかったが， レポートの中で勧告されて
いた会計基準あるいは法の要求について矛盾する解釈が存在する場合，権
威のあるガイダンスを提供する役割を果たす緊急問題検討委員会 (Urgent
Issues Task Force : UITF)がASBのもとに創設されている。
第二に， 1989年会社法第4付則第36A条において，会社は財務諸表が適用
可能な会計基準 (applicableaccounting standards)に準拠して作成され
ていることをその脚注で述べなければならず，更に，もし重大な離脱がある
場合には，その明示と離脱の理由を示さねばならないという規定が新設され
たことがあげられる。
レポートは裁判所が一般に是認された会計原則にその支持を与えることを
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期待しているが，決して，会計基準に法的権力を与えることを要求している
のではなかったことは説明したところである。 レポートが強調していたの
は，財務諸表が真実かつ公正な外観を提供しているかどうかを明確に示すこ
とであった。この規定はその方向に沿った改正である。
財務諸表が真実かつ公正な外銀を提供するために，会計基準から離脱する
ことも認められ，ある環境下では，会計基準に準拠することが真実かつ公正
な外観を提供することになるが，代替的な会計処理を採用するときにもまた
真実かつ公正な外銀を提供することもあるからである。つまり，真実かつ公
正な外観は 1つに限定されるものではないということである。この妥当性は
裁判所が判断することである。従って，会計基準に準拠しないことが真実か
つ公正な外観を提供していると考えるなら，定められた会計基準に準拠して
いない旨（離脱の存在）と準拠しない理由を明示する必要がある。
なお，この関連で， レポートは会計基準について法律問題が生じた場合，
例えば，会計基準からの重大な離脱が存在し，会社の財務諸表が真実かつ公
正な外観を提供しているかどうかを争点とする訴訟となった場合には，それ
でもなお財務諸表が真実かつ公正な外観を提供していると主張する関係者に
その立証責任があるぺきであると説明していた。例えば，取締役等が瑕疵の
ある財務諸表を作成し，その結果，損失を被ったと主張するものによって告
訴されたなら，会計基準からの離脱をしている財務諸表が真実かつ公正な外
観を提供していることを裁判で立証する責任があるのは取締役である。ま
た，例えば，違反審査会が真実かつ公正な外銀を示しているかどうかについ
て争う場合，法手続上，違反審査会は会計基準が遵守されるべきであるとい
う証拠を挙げる必要が生じ，逆に，取締役は財務諸表が真実かつ公正な外銀
を提供していることを裁判で説明する責任がある。いわゆる，挙証責任の問
題であるが，これについては今回の改正では実現されなかった6)0 
これが実現されなかったことによって，従来通り，訴えを起こす側，例え
ば，違反審査会が訴えを起こす場合，その財務諸表が真実かつ公正な外観を
6) Trevo Pijper, Creative Accounting, Macmillan, 1993, p. 17-18. 
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提供していないという証明を行わなければならないことになる。もしレボー
トの勧告が実現していたなら，財務諸表が真実かつ公正な外観をそれでも提
供しているという証明をその会社の取締役が行わねばならない。この勧告が
実現されなかった影響は今のところ明確でないが，改正が望まれるとする意
見が多い鸞
第三に， 1989年会社法第245B条では， 瑕疵のある財務諸表が改訂されな
い場合を想定し，国務大臣あるいはその他の権威を与えられた者はその改訂
を強制するために，国務大臣あるいはその他の権威を与：えられた者に限定
して，瑕疵ある財務諸表を改訂するように裁判所に求める権限を付与した。
なお，ここにいう「その他の権威を与えられた者」とは，当然，違反審査会
を指すものと考えられる。というのは， レポートでは，違反審査会の性格を
会計基準準拠の違反を調査し，出来る限り自発的にその瑕疵ある財務諸表の
改訂をさせることにあり，その自発的な改訂では財務諸表の改訂が疑問視さ
れるので，その改訂要求の実効をあげるためのものであったことから，違反
審査会の活動を支援するものであると考えられる。
以上，デアリング・レポートとそれをもとにして改正された1989年会社法
を見てきたが，会計機構の点についてはほとんどのレポートの勧告が実現さ
れているといえる。ただ，そこで注意をしなければならないのは， 1989年会
社法の改正によって，会計基準設定機関が法律上の地位を獲得し，それ自体
の権威によって会計基準を公表することとなり，表面的には法律による後ろ
盾ができたことによって，会計基準設定がパプリック・セクターに依存する
方向に移行したような印象を受けるが，あくまでも従来のようなプライベー
ト・セクターによる会計基準の設定という方式は不変であることである。そ
れはレボートの根底にある基本的考え方であったと同時に，イギリス会計の
伝統が堅持されたと考えることができる。
7) op. cit., Pijperは， このためはデアリング・レボートの勧告を実現させるかS
ECのような権力のある機関をつくること，会計基準を政府の審議会の決定事項に
する方法が考えられるとしている。
